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研究要旨：パーキンソン病（以下 PD）患者の摂食嚥下障害に関する 3回の調査に基づいて、
摂食嚥下障害の進行と関連する要因を検討した。2013 年 2 月から 10 月までに、北海道の 3
つの医療機関において、243 人の外来通院中の PD 患者に対し摂食嚥下障害の程度を示す
Manor 指数を含む第 1回目の調査を行った。2015 年 5 月から 7月までに Manor 指数を含む第
2 回目の調査を行った。2016 年 9 月から 11 月までに Manor 指数を含む第 3 回目の調査を行
った。その結果、第 1回目の調査から、第 2回目の調査、第 3回目の調査において、Manor 指
数で測定した摂食嚥下障害の程度は有意に進行していた。Spearman の順位相関係数で検討し
た結果、Manor 指数で測定した摂食嚥下障害の程度は、Hoehn-Yahr 分類による進行度などと
有意に相関していた。第 3 回目と第 1 回目の Manor 指数の差と第 1 回目の各要因の関係を
Spearman の順位相関係数で検討した結果、食事の介助があることが、摂食嚥下障害の進行と
有意な負の関連があった。さらに、年齢と性別を共変量に加えた重回帰分析を行った結果、
食事の介助があることが、摂食嚥下障害の進行と有意な負の関連があった。このことから、
食事の介助があることが摂食嚥下障害の進行を遅らせる可能性が示唆された。 
 
Ａ．研究目的 
われわれは、パーキンソン病（以下 PD）患
者の症状の一つである摂食嚥下障害と PD患者
の予後に関する調査研究を行ってきた１－３）。
PD 患者においては、摂食嚥下障害が進行する
と、栄養摂取不足となり、生命予後に影響を及
ぼす可能性があるが、日本での縦断的研究は
不十分である。そこで、PD 患者の摂食嚥下障
害に関する 3 回の調査に基づいて、摂食嚥下
障害の進行と関連する要因を検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
2013 年 2 月から 10 月までに、北海道の 3つ
の医療機関において、243 人の外来通院中の PD
患者に対して第 1回目の調査を行った。第 1回
目の調査の項目は、Manor の摂食嚥下障害指数
（以下、Manor 指数）４）、年齢、性別、Hoehn-
Yahr 分類、発症からの期間、初回診断からの
期間、入院の経験、特定疾患医療費助成制度の
利用、介護保険制度の利用、身体障害者手帳の
保持、BMI、体重減少、年収、就業、居住状況
（単身かそれ以外）、飲酒習慣、喫煙習慣、代

替療法の利用、配食サービスの利用、栄養補助
食品の利用、食事用補助具の利用、食事形態の
工夫、食事の介助であった。2015 年 5 月から
7月までにManor指数に関する第2回目の調査
を死亡や不明などを除く 208人に対して行い、
2016年 9月から11月までにManor指数に関す
る第3回目の調査を死亡や不明などを除く201
人に対して行った。 
（倫理面への配慮） 
本研究は、札幌医科大学倫理委員会の承認
を得て行った。また、調査対象者から文書によ
るインフォームド・コンセントを得た。 
 
Ｃ．研究結果と考察 
表１のとおり、第 1回目、第 2回目、第 3回
目の対応のある場合の t 検定の結果、Manor指
数で測定した摂食嚥下障害の程度は、第 1 回
目の調査から、第 2回目の調査、第 3回目の調
査において、有意に進行していた。 
表２のとおり、第 1回目、第 2回目、第 3回
目の調査での Manor 指数と第 1 回目の各調査
項目の関係を Spearman の順位相関係数で検討
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した結果、Manor 指数で測定した摂食嚥下障害
の程度は、調査の回数によって異なるが、
Hoehn-Yahr 分類による進行度、入院の経験、
特定疾患医療費助成制度の利用、介護保険制
度の利用、身体障害者手帳の保持、単身である
こと、食事形態の工夫、食事の介助などと有意
に相関していた。 
表３のとおり、第 3 回目と第 1 回目の調査
での Manor 指数の差と第 1 回目の各要因の関
係を Spearman の順位相関係数で検討した結
果、食事の介助があることが、摂食嚥下障害の
進行と有意な負の関連があった。さらに、表４
のとおり、年齢と性別を共変量に加えた重回
帰分析を行った結果、食事の介助があること
が、摂食嚥下障害の進行と有意な負の関連が
あったが（p=0.043）、第 1回目の調査の Manor
指数を共変量に追加すると有意ではなかっ
た。食事の介助があることが摂食嚥下障害の
進行と負の関連があり、進行を遅らせる可能
性が示唆されたが、交絡要因を介した見かけ
上の関連である可能性も否定できない。 
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